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【論文の内容の要旨】 
本論文の目的は、技術変化の激しい産業において、企業がオープンイノベーションを実践
していく上で、どのようなマネジメントが求められるかという点について、社外の知識の
探索と獲得に焦点を当てながら検討することである。 
まず第 1 章では、問題の設定と本論文の構成について説明した。本論文の問題意識を具
体的に検討していくために問題意識を 3つの下位レベルの問題意識に分解した。すなわち、
①既存技術の担い手である製薬会社は、技術変化に適応するために新興技術の担い手であ
るバイオベンチャーとどのような企業間関係を形成してきたのだろうか、②オープンイノ
ベーションに不可欠な社外からの知識の獲得に必要なマネジメントは、技術変化の起こり
始めと技術が成熟していく過程でどのように変化するのだろうか、③既存企業はどのよう
にして技術変化の起こり始めを見逃さないよう、社外の技術探索を行えばよいのかという
点である。 
第 2 章では、問題意識に基づき先行研究のレビューを行なう。まず、イノベーション研
究において、技術変化が既存企業に与える影響について、どのようなメカニズムが指摘さ
れてきたのかを検討した。具体的には、①新興技術へのタイミングの問題、②製品アーキ
テクチャ変更に伴う部門間の分業構造の変化の問題、③既存顧客（市場）への資源依存の
問題、④企業間分業構造の変化の問題、などが指摘されてきた。こうした問題への解決策
として、先行研究は、既存の技術パラダイムを担う組織と、新しい技術パラダイムを担う
組織を分離することが有効であるという可能性を提示してきた。しかし、このような解決
策は、資源が有限である以上、新旧両方の技術パラダイムを担うことは困難であるという、
イノベーション研究で古くから指摘されてきた問題を克服しているようには見えない。 
こうした垂直統合によるイノベーション、すなわちクローズドイノベーションに対する閉
塞感の打開策として登場したのがオープンイノベーションという概念である。そこで、オ
ープンイノベーションの概念を整理した上で、オープンイノベーションを実践する上で不
可欠となる社外の知識へのアクセスを可能にする要因について検討した。具体的には、吸
収能力という概念の嚆矢となった Cohen & Levinthal(1990)を出発点とし、吸収能力を最概
念化した Zahra & George(2002)の研究を中心に検討した。Zahra & George(2002)が再概念
化した吸収能力は、提携相手のみならず、主体となる企業を取り巻く環境からの知識の獲
得までも射程に捉えたものである。先行研究が示唆するように、社外の知識を獲得する上
で、企業に様々な情報へのアクセス機会をもたらす企業間ネットワークと吸収能力が密接
に関係していることが確認された。その上で、技術変化やドミナントデザインの登場が、
社外の知識の獲得に影響を与えるという Zahra & George(2002)の示唆を踏まえ、3 つの具
体的な研究課題が導き出された。 
第 1 の研究課題は、既存企業と新興企業の企業間関係を考察することである。第 2 の研
究課題は、技術変化が社外の知識の獲得に与える影響である。第 3 の研究課題は、既存企
業による社外の知識の探索である。 
第 3 章では、第 2 章にて導き出された研究課題に対して、本論文が一貫して観察対象と
して取り上げる製薬・バイオ産業の歴史的な背景を記述した上で、本産業において、オー
プンイノベーションが進展した要因を考察した。本章の前半部分では、近年、バイオテク
ノロジーという非連続な技術を用いた医薬品であるバイオ医薬品が、医薬品市場を席巻し
ているという事実、および、伝統的な製薬会社とバイオベンチャー大学などの研究機関に
よるオープンイノベーションが進展してきたというエビデンスを提示した。続く後半部分
では、非連続な技術に由来する製品がこれほどまでに市場を席巻しているにも関わらず、
その創出元であるバイオベンチャーが伝統的な製薬会社を駆逐したという事例が殆ど見当
たらず、むしろ両者が協調関係にあるのはなぜかという点について考察を行なった。考察
の結果、バイオテクノロジーの登場は、①医薬品のバリューチェーン全体を統合する知識
(Henderson & Clark, 1990; Henderson & Cockburn, 1994)には影響を及ぼさないコンポ
ーネントレベルでの能力破壊的な技術変化であった点、②多様すぎる技術パラダイムによ
って垂直統合化が困難である点、③大学における研究と製薬会社が行う開発のギャップが
大きいといった点が挙げられた。 
第 4 章では、製薬会社とバイオベンチャー間のミクロ主体間による調整メカニズムに基
づく調整行動の連鎖が、製薬・バイオ産業の産業構造を変容させていくプロセスを資源依
存パースペクティブの枠組みを用いて分析した。2000 年代中盤に入り、製薬会社の主力製
品が相次いで特許切れを迎えてしまったため、バイオ医薬品への依存度が高まり、有力バ
イオベンチャーの争奪戦が始まった。その結果、製薬会社によるバイオベンチャーの M&A
件数は年々増加していった。M&A が増加した結果、バイオベンチャーや VC は、事業活動
の出口をそれまでの IPO から、製薬会社に M&A されることへとシフトさせ、M&A され
ることを前提としたマネジメントを行うようになっていった。こうしたミクロ主体の調整
行為の連鎖をマクロ的に見ると、近年は、バイオベンチャーと製薬会社が研究と開発を分
業するという傾向がより顕著になってきている。この考察からはまた、医薬品産業のよう
なコンポーネントレベルでの技術変化が激しく、かつ最終製品の上市までに莫大なコスト
が要求される産業では、新興技術の担い手と既存技術の担い手は競合関係にあるのではな
く、むしろ協調関係にあるということが示唆された。 
第 5 章、第 6 章では、これまでのマクロ的な視点での考察を踏まえ、既存企業に焦点を
当てた考察を行った。まず第 5 章では、既存企業による社外の知識の獲得に技術のライフ
サイクルの進行がどのような影響を与えるかという点について考察を行った。3 章、4 章で
見たように、製薬・バイオ産業は次々に新しい技術パラダイムが登場するが、当該技術パ
ラダイムが医薬品としてどの程度の市場を得られるか、あるいは淘汰されてしまうかを見
極めることは難しい。ある技術パラダイムが登場したばかりと、技術が成熟し不確実性が
ある程度低下してからでは、社外の知識の獲得の困難さが異なるはずである。そこで、企
業ごとに社外の知識を獲得する能力に差異があるとすれば、それにはどのような要因が影
響を与えているのだろうか、そして、それは技術のライフサイクルの進行に伴ってどのよ
うに変化するのだろうかといった問題に取り組んだ。 
検討にあたり、まず、先行研究に基づき知識の獲得能力を定義した上で、この能力に影響
を与える要因、そしてそれらが技術のライフサイクルの進行によってどのように変化する
かを仮説として導出した。具体的には次の 4 つである。「1a：ネットワークの中心的なポジ
ションは、知識の獲得能力へ正の影響をもたらす」、「1b：関連知識の蓄積は、知識の獲得
能力へ正の影響をもたらす」、「2a：知識の獲得能力に対するネットワークの中心的なポジ
ションの影響は、ライフサイクルの早期よりもライフサイクルの後期の方が増加する」、
「2b：知識の獲得能力に対する関連知識の蓄積の影響は、技術のライフサイクルの早期の
方が高く、ライフサイクル後期になると影響力が減少する」。検証には 1990 年から 2012
年までの抗体医薬品のライセンス提携のデータを用いてた。検証の結果、全ての仮説が支
持された。 
分析に用いたデータセットからは、産業における抗体医薬品に対する不確実性は、2000
年前後を境にして大きく減少した可能性が高く、そのことが、ネットワークへの参加者の
増加をもたらした要因となったことが示唆された。その結果、既にネットワークの中心的
なポジションを占めていた企業ほど、知識獲得の機会が高まり、ネットワークの中心的な
ポジションの影響力が高まったと推測される。他方の関連知識の蓄積は、技術的不確実性
の低下により、産業内の各組織が押し並べて当該技術に関する知識の価値を認識、ないし
は評価できるようになったことから、ライフサイクルの早期と比較して、相対的に影響力
が低下したと考えられる。 
続く第 6 章では、既存企業の CVC 投資を通じた技術探索が当該企業にどのような影響を
与えているかという点について検討を行った。第 5 章で行った検証結果に基づけば、社外
の知識を獲得するためには、技術のライフサイクルの早期段階に当該技術に関する知識の
蓄積と社外の組織とのネットワーキングを行うことの重要性が示唆された。しかし、多様
な技術パラダイムが、いつどこで登場するか分からない環境下において、技術探索の範囲
を無限に拡大することは困難である。そこで本章では、第 4 章において製薬会社が技術探
索の手段として活用していることが示唆された CVC 投資に着目し、どのような時に、また
はどのように、CVC 投資は事業会社のパフォーマンスに正の影響を与えるのかについて検
討を行った。先行研究に基づき検討を行った結果、次の仮説が導き出された。すなわち「①
CVC 投資が多いほど、不確実性の高い社外の知的財産の獲得数が企業価値に正の影響を与
える」、「②CVC 投資が多いほど、不確実性の低い社外の知的財産の獲得数が企業価値に負
の影響を与える」という 2 点である。 
検証には、2003 年から 2013 年までの上場製薬会社のパイプライン情報を用いた。検証
の結果、仮説①は支持され、仮説②も部分的に支持された。製薬・バイオ産業では、多く
のバイオベンチャーが、一定の地域に集積している。CVC 投資を行っている製薬会社はこ
れらの集積に拠点を構えている。先行研究が指摘するように、ハイテク産業では、多くの
ベンチャー企業が連携しながらフォーマル／インフォーマルの緊密な情報交換を行ってお
り、知識が暗黙であるほど、対面でのコミュニケーションや交流が重要となる。こうした
点を踏まえると、CVC は性質上、対面でのスクリーニングやデュー・デリジェンスを重視
するため、不確実性の高い技術の探索と親和性が高いことが示唆される。 
最後に第 7 章では、論文全体のまとめと結論を述べる。まず 1 つ目の課題に対する結論
は、新たな技術パラダイムが次々に登場し、それらが並存するような産業においては、既
存企業と新興企業は競争関係にあるというよりも、むしろ協調関係にあるという点である。
2 つ目の研究課題に対する本論文の結論は、産業に技術変化が起こった時、短期的に見れば、
知識の内部への蓄積が社外の知識の獲得に影響を与える一方で、より長期的に見れば、過
去のネットワーキングによる中心的なポジションが社外の知識の獲得に影響を与える可能
性があるということである。3 つ目の研究課題に対する本論文の結論は、CVC 投資が企業
の技術探索における不確実性を低減させる手段の一つとして有効であるという点である。 
これらの結論からは、大企業がアウトサイド・イン型のオープンイノベーションを実践し
ていく上では、大企業が社外から一方的な知の搾取を行うのではなく、ベンチャー企業（こ
こでは小規模な企業）との関係を形成しながら社外の技術探索を行うことが重要であると
いうことが示唆された。換言すれば、オープンイノベーションを志向する大企業は、単に
社外の知識を導入するだけでなく、知識を生む土壌の維持への貢献と自社のパフォーマン
ス向上を両立させるような方策を検討していかなければならない。それが、オープンイノ
ベーション・パラダイムにおいて企業が求められる企業間関係と自社の戦略のマネジメン
トであると言える。 
